
資料４ 

「独立行政法人に対する会計監査人の監査に係る報告書」 

の主な改訂事項 
 

 （１）独立行政法人通則法改正に伴う監査基準の改訂 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）民間監査基準改訂に伴う監査基準の改訂（平成 24年改訂時の積み残し事項等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（第25条の２）
・会計監査人の損害賠償責任規定の新設

（第38条）

・財務諸表及び決算報告書に関する「会計監査人の意
見を付けなければならない」とされていた箇所が、「会計
監査報告を添付しなければならない」に見直し

（第39条第１項）

・会計監査人が財務諸表、事業報告書（会計に関する
部分に限る。）及び決算報告書に係る「会計監査報告を
作成」しなければならないことの明文化

（第39条第２項）

・会計監査人の会計帳簿等の閲覧謄写、会計報告の請
求権の新設

（第39条第３項、第４項）
・子法人に対する会計報告、調査権の新設
・子法人の、報告、調査拒否権の新設

（第39条の２）

・監事に対する、役員による不正行為等の報告義務の
新設

第５章第４節 会計監査人の責任（資料５ P.38）
⇒法令上、「会計監査人に特別の責任を課す定めはない。」と
されている箇所を修正。

第６章第５節
第２監査報告書の記載区分（資料５ P55）
第７通則法が要求する利益処分案及び決算報告書に対する
意見（資料５ P60）
第８事業報告書に対する報告（資料５ P.62）
⇒第38条第２項、第39条第１項、いずれも「会計監査報告」と

されたため、「利益処分案及び決算報告書に対する意見」と
「事業報告書に対する報告」を統合。

第１章第７節 会計監査契約（資料５ P.13）
⇒「その地位（職務、権限、義務、責任）に関する法令上の具
体的な定めはない。」とされている箇所を修正。

第３章第２節 連結財務諸表監査（資料５ P.20）
⇒「独立行政法人の長は特定関連会社及び関連会社が監査
に協力するよう措置すべきである。」とされている箇所を、通則
法の規定に合わせて修正。

第３章第２節 連結財務諸表監査（資料５ P.20）
⇒「特定関連会社及び関連会社の協力が得られないことによ
り、会計監査人監査意見表明のための合理的基礎が得られ
ない場合の責任は、独立行政法人の長にある。」とされている
箇所を「通則法第39条第４項の規定に基づく場合を除き、…」
と修正。

第１章第３節 会計監査人の監査における法規準拠性の考え
方（資料５ P.５）
⇒会計監査人が発見した違法行為等の報告について記述さ
れているため、第39条の２を踏まえて記述を修正。

第５章第３節 会計監査人の義務（資料５ P.36）
⇒会計監査人が発見した違法行為等の報告について記述さ
れているため、第39条の２を踏まえて記述を修正。

通則法の改正 監査の基準の改訂

【権限の明確化】

【義務の明確化】

【責任の明確化】

【その他】

（第２条）
中期目標等期間の異なる法人の分類
（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人）

第４章第４節 監査責任者の交替について（資料５ P.27）
⇒行政執行法人、国立研究開発法人の新設に伴い修正。
国立研究開発法人･･･７年を上限
行政執行法人･･･５年を上限

平成24年改訂時の積み残し事項等 監査の基準の改訂

リスク・アプローチの基本的枠組み

内部統制の目的と基本的要素

民間企業の監査基準の改訂

第１章第４節 リスク・アプローチに基づく監査の実施（資料５
P.７）
⇒監査基準委員会報告書200「財務諸表監査における総括
的な目的」を踏まえた表現の修正。

第２章第１節 内部統制（資料５ P.14）
⇒「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成
22年３月独立行政法人における内部統制と評価に関する研
究会」を踏まえた修正。

第６章 独立行政法人に対する会計監査人の監査の基準
（資料５ P.39～）
⇒監査基準（平成26年２月18日）に合わせた修正。


